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人口ボーナス再論
―demography より human capital―

叶 芳和

アジアの少子化，そして人口ボーナス論による経済発展の見立てが流行っている。たし

かに，「demographic dividend」（人口学的な配当）は経済発展にプラス要因であろう。し

かし，あくまで要因の一つに過ぎない。経済発展と人的資源の関係を論じる場合，Human

capital（人的資本）の方がもっと重要な要因ではないか。

中国の成長減速を人口ボーナスの消滅から導くのも説得力に欠ける。人口減少の影響は

極めて微々たるものである。本稿は「人口ボーナス」から経済成長を導くことの限界を指

摘したい。

Ⅰ アジアの経済発展と人口ボーナス

１ 定義と時期区分

１０年前頃から「人口ボーナス」論が流行っている。「人口ボーナス」とは，子供と老人

が少なく生産年齢人口（１５～６４歳）が多い状態を指し，子供の扶養が減り，労働人口が増

え，高齢人口の割合が高い水準に達する前の，労働力資源が豊富で扶養負担（教育や医療

・年金などの負担）が軽い，経済発展に有利な時期を言う。貯蓄率が上昇し，投資が活発

化し，経済成長の要因となる。人口の規模や増加率ではなく，生産年齢人口（１５～６４歳）

の増加が経済成長に寄与するという考えだ。（注，０～１４歳＋６５歳以上を「従属人口」と

いう）。

人口ボーナス論者によると，アジア諸国の経済成長も，この「人口ボーナス」によると

ころが大きいという。最近は逆に，成長の終焉を論じるために，この用語が頻繁に使われ

ている。（人口オーナス論，demographic onus）。先に，１０年くらい前から流行したと述べ

たが，人口に膾炙したのは人口オーナス論から「アジアの老い」を論じる人が増えた数年

前からであろう。特に脚光を浴びたのは爆走する中国の経済成長の終焉を“期待”するよ

うになってからであろう（２００６年頃からか）。

この「人口ボーナス」という概念は，国連人口基金の１９９８年の年次報告書「世界人口白

書」で用いられてから広がったようである（小島宏「東アジアの少子・高齢化と社会構造

の変化」２００３年３月，参照）。�demographic bonus�の訳語である。�demographic dividend�
（人口学的な配当）や�demographic gift�（人口学的贈り物）という言葉も用いられてい
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〈判定基準〉 ［定義１］上昇・下降による判定 ［定義２］人口ボーナス指数２．０以上

始点 終点 ［期間］ 始点 終点 ［期間］

日本 １９３０－３５ １９９０－９５ ［６０年］ １９６５ ２００５ ［４０年］

韓国 １９６５－７０ ２０１０－１５ ［４５年］ １９９０ ２０２５ ［３５年］

中国 １９６５－７０ ２０１５－２０ ［５０年］ ２０００ ２０３５ ［３５年］

香港 １９６０－６５ ２０１０－１５ ［５０年］ １９８０ ２０２５ ［４５年］

東南アジア １９７０－７５ ２０２０－２５ ［５０年］ ２０１０ ２０４０ ［３０年］

シンガポール １９６５－７０ ２０１５－２０ ［５０年］ １９８０ ２０２５ ［４５年］

タイ １９７０－７５ ２０１５－２０ ［４５年］ １９９５ ２０３５ ［４０年］

フィリピン １９６５－７０ ２０５０－５５ ［８５年］ － － －

マレーシア １９６５－７０ ２０２０－２５ ［５５年］ － － －

インドネシア １９７０－７５ ２０２５－３０ ［５５年］ ２０１０ ２０４５ ［３５年］

ベトナム １９７０－７５ ２０１５－２０ ［４５年］ ２００５ ２０４０ ［３５年］

ラオス １９８５－９０ ２０４５－５０ ［６０年］ ２０２０ ２０６０ ［４０年］

カンボジア １９９５－００ ２０４５－５０ ［５０年］ ２０２０ ２０６０ ［４０年］

ミャンマー １９６５－７０ ２０２０－２５ ［５５年］ ２００５ ２０５０ ［４０年］

バングラデシュ １９７５－８０ ２０３５－４０ ［６０年］ ２０１５ ２０５５ ［４０年］

インド １９６５－７０ ２０４０－４５ ［７５年］ ２０２５ ２０６０ ［３５年］

（注）数値（年次）は従属人口指数が下降・上昇に転じた時期。
従属人口指数＝｛（０～１４＋６５＋）÷（１５～６４）｝×１００
人口ボーナス指数＝生産年齢人口÷従属人口

（資料）UN, World Population Prospects: the ２０１０ Revision. 日本「国勢調査」。
筆者作成。（注）国連人口部の人口推計は発表ごとに異なる。

る。アジアの経済成長に対する人口の寄与について論じた研究で頻繁に用いられている。

さて，経済成長は生産年齢人口の割合が上昇に転じるとすぐ始まるというより，経験的

に，生産年齢人口がそれ以外の人口（従属人口）の２倍以上になる頃，経済成長が加速す

るとされる（従属人口指数の逆数で２．０以上，つまり従属人口指数が５０を切った時期）。こ

こでは便宜上，この人口ボーナス指数２．０以上を「定義２」としよう。従属人口指数が低

下し始めた時点を人口ボーナス期の始点とする議論を「定義１」とする。（注，定義は一

定していないように思う）。

表１は，アジア諸国の人口ボーナス期を示したものである（筆者作成）。アジア諸国は

１９６０年頃から次々に「低出生率・低死亡率」の時期に達したが，この時期に経済成長を遂

げた国も多くある。「人口ボーナス」が経済成長に寄与したように見える。（この点につい

ては後述参照）。

表１ アジア諸国の人口ボーナス期
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日本は１９６０年代の高度成長期に人口ボーナス期を迎えた［定義２］（注，日本の従属人

口指数は１９５０年６８，１９６０年５６から，１９６５年４７，１９７０年４５に低下した）。そして，９０年代に人

口ボーナスは消えた。「老い」の始まりである。しかし，アジアはまだ「若い」。人口ボー

ナスの期間は長く，NIES諸国は２０２０年代後半まで，ASEAN諸国は２０４０年代～６０年代ま

で続く。

２ アジアはまだ若い！

「人口ボーナス」は，通常，一国の出生率が急速に低下し高齢化が進む過程で現われる

（ただし高齢人口の割合が高い水準に達する前）。つまり，「低出生率・低死亡率」の時期

に，生産年齢人口の割合が高まる。そのためであろうか，人口ボーナス論を「アジアの老

い」に結びつけた議論が多い。しかし，この議論は現場感覚がないのではないか。アジア

の現場は，まだ若々しい。

表１に示したように，国連の人口推計によると，アジア諸国の人口ボーナス期は，韓国

は１９９０～２０２５年，タイ１９９５～２０３５年，中国２０００～２０３５年，ベトナム２００５～２０４０年，インド

ネシアは２０１０～２０４５年に人口ボーナス期を迎える（定義２：生産年齢人口が従属人口の２

倍以上の期間）。人口ボーナス期は扶養負担が少なく，生産年齢人口の増加が続く社会で

あり，ポジティブにとらえられるべき指標だ。人口ボーナスを人口オーナス論に転換する

「老いゆくアジア」というビジョンは現状認識を誤らせることにならないか（遠い将来へ

の警鐘にはなるが）。アジアの経済発展を論じるとき，「ボーナス」と「オーナス」，どの

視点が有効であろうか。

（注）人口ボーナス期の始点をどこに求めるかは見解が分かれているようだ。人口ボーナス

論の本来の趣旨からして，仮に扶養負担が軽減に転じた時と定義するならば，従属人口

指数が低下に転じた時が始点であろう（「定義１」）。しかし，この定義では逆に，人口

ボーナス論の危うさが表面化する。従属人口指数が低下に転じる時点での指数の水準は

９０前後と非常に高い国が多い。つまり，従属人口が生産年齢人口に匹敵するくらい大き

い時期に早くも人口ボーナス期が到来することになる。まだ貯蓄余力などはないのでは

ないだろうか。

ちなみに，表１に示した，従属人口指数の上昇・低下の評価による「始点」における

従属人口指数は，韓国８７→８３，中国７８→７７，香港７８→７５，シンガポール８６→７３，タイ９０

→８５，フィリピン１０２→９６，マレーシア９９→９３，インドネシア８７→８５，ベトナム９６→

９１，ラオス９１→９０，カンボジア１０２→８１，ミャンマー８５→８４，バングラデシュ９７→９５，

インド８２→８０である。
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日本

中国

図１ アジアの従属人口指数

Ⅱ 多産少死から少産少死社会への移行局面

１ アジア諸国の出生率の低下

人口ボーナスは生産年齢人口の割合が増える局面で現われる。“出生率”が急速に低下

する時期であるが，アジア諸国はこの人口ボーナスを導く出生率の低下が顕著である。ア

ジアは今，一斉に人口ボーナス期に入っている。中でも，ミャンマーの出生率の低下は著

しい。人口ボーナス論は“低出生率”に着目する理論であるから，まず，この点を確認し

ておく。（注，ミャンマーの出生率に関しては拙稿「ミャンマー人口ボーナス再論（その

２）」，Webサイト『みんかぶマガジン』２０１２年１２月２１日付参照。http://money.minkabu.jp／

３７０２６）。

出生率の低下は世界のトレンドである。表２は，１母親当たりの子供数を示す合計特殊出

生率の推移である。最貧困地域のサブサハラを除けば，発展途上国でも，１９７０年代から出

生率は低下傾向にある。サブサハラも，１９８０年代には低下傾向に入った。しかし，その中

でも，アジア諸国の出生率の低下は注目に値する。中国は「一人っ子」政策の影響である

が，それ以外の国でも，出生率の低下は顕著だ。東南アジアの合計特殊出生率は２０３０年代

には先進国をも下回る低水準になる。世界の中で傑出した動きだ。
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先進国 日本
発展途上国
（除く中国）

サブサハラ 東南アジア 中国 ミャンマー

１９５０～５５ ２．８１ ３．００ ６．０６ ６．５３ ６．０５ ６．１１ ６．００

１９６０～６５ ２．６６ １．９９ ６．１３ ６．６４ ６．２５ ５．６１ ６．１０

１９７０～７５ ２．１６ ２．１３ ５．６５ ６．７１ ５．６２ ４．７７ ５．９０

１９８０～８５ １．８５ １．７５ ４．８５ ６．５８ ４．２２ ２．６１ ４．３０

１９９０～９５ １．６６ １．４８ ３．９６ ６．０５ ３．１１ ２．０１ ３．１０

２０００～０５ １．５８ １．３０ ３．２４ ５．４４ ２．４５ １．７０ ２．２５

２００５～１０ １．６６ １．３２ ３．０３ ５．１０ ２．２７ １．６４ ２．０８

２０１０～１５ １．７１ １．４２ ２．８６ ４．７８ ２．１３ １．５６ １．９４

２０３０～３５ １．９０ １．７１ ２．４１ ３．５８ １．８６ １．６３ １．６４

（出所）UN, World Population Prospects: The ２０１０ Revision.
（参考）米国の出生率は２００５～１０年２．０７。ミャンマーと同水準である。

表２ 合計特殊出生率

人口が再生産されるはずの合計特殊出生率は２．１であるが（人口置き換え水準の出生

率），東南アジアは２０２０～２５年にその時期を迎え，やがて人口減少局面に入っていく。（注，

合計特殊出生率が２．１を下回った時期は，日本１９７５～８０年，中国は１９９５～２０００年）。アジア

諸国は出生率の急速な減少から，「少産少死社会」へと移行しており，向こう数十年間，

人口ボーナス期を迎える。

２ アジア諸国の労働力増大は続く

世界経済の成長センターはアジアに移ってきている。アジアの経済発展を支えているの

は豊富な労働力であろう。しかし，「人口ボーナス」論から，アジアの成長限界を説く見

解も多い。事実は表３に示される。アジア諸国の生産年齢人口の増勢は続く。

国連の人口推計によると（表３参照），生産年齢人口は２０１１～２０３０年の間に，アジアは

１６．１％も増加する（中国を除くと２５％増）。これに対し，北米は５．３％の増加に過ぎず，欧

州は８．５％の減少である。また，総人口に占める生産年齢人口の割合は，２０５０年時点でも，

北米や欧州は６０％を切るが，アジアは６５％と高い。アジアは労働力の豊富さという点で，

引き続き有利な条件を持っている。
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（単位：万人）

２０１１年 ２０３０年 ２０５０年 総人口対比 変化率

２０５０年 ２０３０／２０１１ ２０５０／２０１１

タイ ４，９１８ ４，９３５ ４，３０２ ６０．６％ ０．３％ －１２．５％

ベトナム ６，２８２ ７，０９１ ６，４６５ ６２．４ １２．９ ２．９

カンボジア ９２７ １，２０７ １，３２２ ６９．７ ３０．２ ４２．６

ラオス ３９２ ５３７ ５８９ ７０．３ ３７．０ ５０．２

ミャンマー ３，３６２ ３，８２７ ３，６６１ ６６．２ １３．８ ８．９

フィリピン ５，８１３ ８，１５３ １０，２３８ ６６．１ ４０．３ ７６．１

マレーシア １，８８１ ２，４４６ ２，８３０ ６５．１ ３０．０ ５０．４

シンガポール ３８３ ３７２ ３３７ ５５．２ －２．９ －１１．９

インドネシア １６，３９９ １９，４０１ １８，８５１ ６４．２ １８．３ １５．０

ＡＳＥＡＮ１０ ４０，３８７ ４８，００４ ４８，６３６ ６４．３ １８．９ ２０．４

バングラデシュ ９，７４５ １２，９００ １３，２７２ ６８．３ ３２．４ ３６．２

中国 ９７，６９９ ９６，０１４ ７９，００１ ６１．０ －１．７ －１９．１

日本 ８，０１４ ６，８８３ ５，５４５ ５１．１ －１４．１ －３０．８

韓国 ３，５０５ ３，１４７ ２，５４２ ５４．０ －１０．２ －２７．５

アジア ２８４，２６８ ３２９，９９３ ３３２，０４３ ６４．６ １６．１ １６．８

アジア（除中国） １８６，５６９ ２３３，９７９ ２５３，０４２ ６５．８ ２５．４ ３５．６

北米 ２３，２５２ ２４，４７８ ２６，７５０ ５９．９ ５．３ １５．０

欧州 ５０，３８６ ４６，１２４ ４１，１５１ ５７．２ －８．５ －１８．３

世界 ４５８，３０４ ５４３，８０４ ５８８，７８１ ６３．３ １８．７ ２８．５

（資料）UN, World Population Prospects, the ２０１０ Revision.

表３ 生産年齢人口（１５～６４歳）の推移

Ⅲ 人口ボーナス論の限界

アジアはまだ「若い」ことを明らかにした。人口構成はポジティブな指標である「人口

ボーナス」を議論すべき局面であろう。成長減速を導く「人口オーナス」論は現場感覚に

合わない。しかし，もう一つ指摘しなければならない。そもそも論である。人口ボーナス

が経済発展に及ぼす影響はそれほど大きなものではないという事だ。

１ 東アジアの成長要因への説明力

人口ボーナス指数が２．０を超えた時点を人口ボーナス期の始点と定義した場合，マレー

シアは２１世紀半ばまで人口ボーナス期は訪れない（２１世紀中，２．０超えはない）。フィリピ

ンも然りだ。マレーシアの従属人口指数は２０１０年５４．１，２０５０年時点でも５４．８だ（フィリピ

ンは２０１０年６４．１，２０５０年５１．３）。人口ボーナス論に従えば，マレーシアは２０５０年まで経済



叶 芳和：人口ボーナス再論―demographyより human capital―

１ 例えば，米国家情報会議（National Intelligence Council）は２０１２年１２月１０日，報告書「Global Trends２０３０」を発表した。それに
よると，中国は少子高齢化によって２０１６年を境に労働力人口が減少に転じるため，「年率８～１０％の高度成長は昔の記憶になる」
と指摘。それでも，１９２０年代には中国は米国を抜いて最大の経済大国になると予測している。ただし，総合国力では米国がトップ
維持であると予測している。

日本経済大学大学院紀要２０１３年，Vol.1,No.1

－ 77－

成長できない。しかし，こうした所見はおかしいのではないか。

現状，マレーシアはタイと共に ASEANの優等生と評され，早くから経済成長期に入っ

ている。また，所得水準はシンガポールに次いで高い。１人当たり GDPは１０，０８５㌦（２０１１

年）だ。これに対し，いち早く１９９０年代後半～２０００年代前半に人口ボーナス期を迎えたタ

イは５，３９５㌦，中国５，４１７㌦，ベトナム１，３７４㌦である。人口ボーナス論ではマレーシアの

経済発展を説明できない。

日本の１９９０年代，バブル崩壊後の長期停滞も，人口ボーナス論（「人口オーナス論」）で

説明するのは無理ではないか。生産年齢人口が減少局面に入ったとはいっても（ピークは

１９９５年），失業者が大量発生しており，労働力の制約はない。そもそも，人口ボーナス論

は“完全雇用”を前提とした議論であろう。

人口ボーナス論では説明できない現象が多すぎる。「１００年安心」の年金制度の設計など

には有効な議論であろうが，数年タームの経済成長や，１０年，２０年という経済発展の説明

には無理がある。

２ 中国の人口ボーナス論への疑問

また，人口ボーナス期が終了間近いとして，中国経済の成長減速を予想する人達がいる

（注１）。この場合の人口ボーナスの判定基準は，「定義１」生産年齢人口比率が低下し

始めた時期（従属人口比率が上昇し始める時）を人口ボーナスの終点とするのであれが，

中国は早くも“２０１０年代後半”には転機を迎える（中国の従属人口指数は２０００年４８，２００５

年４２，２０１０年３８，２０１５年３７と低下した後，２０２０年４０に上昇）。表４参照。

しかし，人口動態を子細に見ると，この説には与しがたい。まず，従属人口指数は２０１５

年を底に上昇に転じるが，２０３０年代前半まで，引き続き５０を切っている（人口ボーナス指

数は２．０以上）。第２に，生産年齢人口〔B〕の動きを見ると，２０１５年がピークで，その後

減少に転じるものの，減少率は極めて微々たるものである。２０１５～２０年は５年間で－

０．７％，２０２０～２５年は同－０．８％，２０２５～３０年は同－２．２％である。２０３０年代になっても，５

年間で－５％程度である。つまり，年率では零コンマ何パーセントの微減に過ぎない。生

産性の向上を考えると（年率数％），この程度の労働力人口の減少で経済成長が大きく影

響を受けるとは考えられない。
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生産年齢人口Ａ〈１５～５９〉 生産年齢人口Ｂ〈１５～６４〉 人口総数 従属人口
指数（万人） 伸び率（％） （万人） 伸び率（％） （万人）

２００５年 ８７，９６５ ７．９ ９２，２７２ ７．７ １３３，４９１ ４１．７

２０１０年 ９１，５２３ ４．０ ９７，０５３ ５．２ １３４，１３４ ３８．２

２０１５年 ９１，９３５ ４．５ ９９，５８２ ２．６ １３６，９７４ ３７．５

２０２０年 ９１，４３６ －０．５ ９８，８９４ －０．７ １３８，７７９ ４０．３

２０２５年 ８９，５１６ －２．１ ９８，１２６ －０．８ １３９，５２６ ４２．２

２０３０年 ８４，９５１ －５．１ ９６，００８ －２．２ １３９，３０８ ４５．１

２０３５年 ８０，２０６ －５．６ ９０，９８１ －５．２ １３８，１５９ ５１．９

２０４０年 ７７，５５３ －３．３ ８５，８５６ －５．６ １３６，０９１ ５８．５

２０４５年 ７３，８２３ －４．８ ８２，８９７ －３．４ １３３，１７７ ６０．７

２０５０年 ６８，２０１ －７．６ ７９，００１ －４．７ １２９，５６０ ６４．０

２０３０／２０１０ －７．２％ －１．１％ ＋３．９％

２０５０／２０１０ －２５．５％ －１８．６％ －３．４％

（出所）UN，World Population Prospects：the２０１０ Revision．筆者集計
（注１）伸び率は５年間の増減率。
（注２）従属人口指数＝｛（０～１４＋６５＋）÷（１５～６４）｝×１００

表４ 中国の生産年齢人口

中国の経済成長が爆発した２０００年代初頭の生産年齢人口の増加率は，１５～５９歳で見る

と，２０００～０５年は５年間で７．９％増，２００５～１０年は５年間で４．０％増の増加である。それぞ

れ，年率１．５％，年率０．８％である（注，膨大な「半失業」（偽装失業）からの労働力供給

があるので，労働投入の伸びは人口の伸びより大きい）。一方，実質 GDP成長率（年率）

は２０００～０５年１１％，２００５～１０年１２％であった。労働投入の“増加”が果たした役割は大き

なものではなく，１人当たりアウトプットの増加の方が決定的に重要であった。

１人当たりアウトプットの増加は，資本投入の増大と技術進歩の貢献である。労働力人

口の動態よりも，技術進歩のほうが経済成長に大きく影響すると考えられる。

（注）広東省など沿海地区の経済成長の要因分析を行った場合，労働投入の増加の効果はも

っと大きいかもしれない。しかし，１国レベルで見た場合，それは低生産性の内陸から

高生産性の沿海部への労働力移動，産業構造の変化による中立的技術進歩があったと捉

えられる。

中国経済の将来を考える時，今後の産業構造の転換・高度化，生産性の上昇の余地を考

えると，人口動態要因が経済成長減速の理由になるとは考えられない。仮に成長減速があ

ったとしても，それは人口構成要因で説明するのは難しいのではないか。国際経済の影響

や産業構造の転換能力，技術進歩のスピード変化に原因を求めるほうが説明力が高まると
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思う。（もちろん，人口要因以外で成長減速する可能性は否定しない）。

Ⅳ 直接投資か人口ボーナスか―東アジアの成長要因―

人口ボーナス論が流行る前の通説は，「直接投資＋輸出」が東アジア型経済成長のメカ

ニズムと見立てた。筆者も賛成である。東アジア諸国の雁行形態的テイクオフは，繊維の

東レ，帝人，電機の松下，三洋，日立，東芝，日本電気，自動車のトヨタ，日産，本田技

研，等々，日本の企業が資本も技術もマネージメント能力も束ねて現地に経営資源を移転

（直接投資）した成果である。

つまり，進出先の国に，資本の蓄積がなくても，技術の蓄積がなくても，各国経済はテ

イクオフしたのである。「人口ボーナス論」とは経済発展の説明原理が異なる。アジア諸

国経済のテイクオフが人口ボーナス期と重なっているが，人口ボーナス期が国際資本移動

が活発化した時期と重なっただけのことではないか。

直接投資の呼び込みに成功した国が次々とテイクオフしたわけであるが，直接投資は

Human capital（人的資本）の蓄積が厚い国に来る。人口ボーナス期を迎えているかどう

かに関係なく，治安が安定し，ヒューマン・キャピタルが豊富にあれば，外資が直接投資

で進出した。現地生産は輸出に向けられ，輸出主導型の経済成長が始まったのである。

人口ボーナス論がいうような貯蓄率が高くなくても，消費が活発でなくても，経済成長

が始まったのである。資本は外資が持ってくる，現地生産は内需向けではなく，輸出向け

であった。これが経済発展の始発点における状況であった。ヒューマン・キャピタルの蓄

積が直接投資を呼び込み，経済発展の始発点を創ったのである。

経済発展の要因としては，人口ボーナスよりも，Human capitalの方が説明力が大きい

のではないか。発展途上国にあっては，経済成長の「始点」を形成するのは直接投資であ

ろう。

人口ボーナス論は，人によっては「決定論」のような響きを持って受け止められている。

政治や経済政策の失敗で経済不振に陥っているのを，人口ボーナスの消滅のせいにするの

は困る。

（本稿の初出は，Webサイト『みんかぶマガジン』２０１２年１２月１８日付及び１２月２１日付，

拙稿である）
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